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住民投票について 

類型 内容 自 治 体

の例 

メリット デメリット 

①宣言型 「住民投票を実

施することがで

きる」ことを、

自治基本条例で

宣言するもの 

・ニセコ

町 

・宝塚市 

・個別の常設型住

民投票条例に委ね

る 

・常設型住民投票

条例の矛盾点（最

高法規性等）を回

避 

・案件ごとの住民

投票条例制定（非

常設型）を想定す

る場合も 

・条項の効果性に

疑問 

・自治基本条例が

先行すると、理念

のみが先行してし

まう 

②条件規

定型 

住民投票を発動

で き る 条 件 等

を、自治基本条

例で示している

もの 

・稚内市 

・多摩市 

・常設型住民投票

条例を想定してい

る 

・自治基本条例で

条 件 等 を 示 し て

も、実施するには

個別の条例が必要 

③取りま

とめ型 

常設型住民投票

条例を制定した

上で、自治基本

条例に住民投票

条項を設けるも

の 

・我孫子

市 （ 否

決） 

・すでに常設型の

住民投票条例を設

置している場合、

それを取りまとめ

るものとしての自

治基本条例という

位置づけになり、

矛盾点が少ない 

・そもそも常設型

住民投票条例自体

が少ない 

・部品（パーツ）

である常設型住民

投票条例が可決さ

れ、本体である自

治基本条例が否決

されるケースも 
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